
白川町事業承継支援事業補助金交付要綱

（総則）

第１条 この要綱は、白川町の地域産業の持続的な発展と雇用の維持を図るため、町内におい

て事業を営む中小企業者又は個人事業者の事業継承を促進し、承継者による円滑な経営継続

を支援することを目的に、事業承継に伴う経費の一部について予算の範囲内において補助金

を交付するものとし、その交付に当たっては、白川町補助金等交付規則（平成９年白川町規

則第３号）及び白川町補助金等交付要綱（平成９年白川町訓令乙第１号）に定めるもののほ

か、この要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。

(1) 小規模企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第５条に規定する

小規模企業者

(2) 個人事業者 町内で法人の設立を行わず、自ら事業を行っている者

(3) 被承継者 事業を引き継がせる個人又は法人

(4) 承継者 民法に基づく親族関係で２親等以内又はこれに準ずる関係を有する者を除き、

被承継者の事業を承継し、自ら事業主又は法人代表者として経営にあたる個人又は法人

(5) 事業所 事業の用に供する事務所、店舗、工場等

(6) 事業承継 法人の場合は、代表者の変更登記を行うもの、又は株式の過半数を取得し経

営権を取得したと町長が認めたもの、個人事業主の場合は、税務署へ提出する個人事業の

開業・廃業等に基づく廃業及び承継者の開業について、それぞれ事業の採択から２年度以

内に行うもの、又は町長が実質的承継と認めるもの。

（補助対象者）

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。

(1) 町内の小規模企業者又は個人事業者の事業の承継を行う者

(2) 承継しようとする事業が別表に掲げる業種でない者

(3) 町税及びこれに準ずる納付金に係る納付義務がある場合は、これを完納している者

(4) 事業承継後３年以上継続して当該事業を営もうとする者

(5) 交付申請時において、次のいずれかに該当する者

ア 補助対象者が町内に住所を有していること。

イ 町内に住所を有する従業員を雇用していること。

ウ 町内において法人を設立していること。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者としない。

(1) 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第３号の２に規定する子会社等である者

(2) フランチャイズチェーン（他の企業等から特定の商標、商号等を使用する権利を付与さ

れ、当該権利の対価として金銭等を支払う旨の契約に基づく事業の形態をいう。）の加盟

店として事業を営む者

(3) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２

条に規定する事業その他これに準ずる事業を営む者



(4) 外国政府、外国の法人その他これらに準ずる者に実質的に支配されている者

（補助対象経費）

第４条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、事業承継の手

続に係る必要な経費であって、次に掲げるものとし、補助金交付申請年度内に事業が完了す

るものとする。この場合において、事業完了とは、補助対象経費の支出及び成果物（改修、

設備導入、広告掲載等）の確認ができる状態をいう。

(1) 広告宣伝費

(2) 専門的助言に係る経費

(3) 資格免許等取得費用

(4) 登記費用

(5) その他町長が必要と認める経費

２ 国、県又は町の他の補助金と重複する経費は、補助対象経費としない。

（補助金の額）

第５条 補助金の額は、予算の範囲内において、補助対象経費の２分の１以内の額又は２０万

円のいずれか少ない額とする。

２ 補助金の額は、千円単位とし、千円未満の端数は、切り捨てるものとする。

３ 国、県又は町の他の補助金と併用して事業を実施する場合は、他の補助金に係る対象経費

と本補助金に係る対象経費は明確に区分し、他の補助金と本補助金を合算した補助金の総額

が２０万円を超えない範囲内において、本補助金の額を調整するものとする。

（事業の採択申請）

第６条 事業承継の事業の採択を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、白川町事

業承継支援事業採択申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出するもの

とする。

(1) 事業承継（変更）計画書（様式第２号）

(2) 誓約書（様式第３号）

(3) 第４条第１項各号に掲げる経費の内訳が確認できる書類

(4) 白川町商工会が作成した事業承継支援シート

(5) 事業承継に関する契約書・同意書・覚書等

(6) 承継者及び被承継者の町税の滞納が無いことがわかる証明書

(7) その他町長が必要と認める書類

（事業の採択）

第７条 町長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、要件に該当し適

当であると認めるときは、白川町事業承継支援事業採択通知書（様式第４号）により、申請

者に通知するものとする。

（事業内容の変更等）

第８条 前条に規定する事業採択を受けた者（以下「採択者」という。）が、事業採択に係る

事業計画の内容を変更又は中止しようとするときは、白川町事業承継支援事業変更（中止）

承認申請書（様式第５号。以下この条において「変更承認申請書」という。）を町長に提出

しなければならない。

２ 町長は、変更承認申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは



承認を行い、白川町事業承継支援事業変更（中止）承認通知書（様式第６号）により採択者

に通知するものとする。

３ 前項の規定により事業中止の承認を行ったときは、前条の規定による採択通知は、その効

力を失うものとする。

（交付申請及び実績報告）

第９条 採択者は、事業承継が完了した日から起算して３０日を経過した日又は当年度の３月

３１日のいずれか早い日までに白川町事業承継支援事業補助金交付申請書兼実績報告書（様

式第７号）に次に掲げる書類を添えて町長に提出しなければならない。

(1) 法人登記事項証明書又は税務署に提出した開業届出書の写し

(2) 補助対象経費の領収書等の写し

(3) 事業の完了を確認できる写真

(4) その他町長が必要と認める書類

（補助金の額の決定）

第１０条 町長は、前条に規定する報告があったときは、書類の審査及び必要に応じて実施す

る現地調査により事業の完了を補助事業完了確認調書により確認した後に補助金額を確定し、

採択者に対し白川町事業承継支援事業補助金交付決定通知書（様式第８号）により、通知す

るものとする。

（補助金の請求及び支払い）

第１１条 採択者は、前条の規定による通知を受けたときは、速やかに補助金交付請求書を町

長に提出するものとする。

２ 町長は、前項の規定による請求があったときは、速やかに補助金を交付するものとする。

（指導監督）

第１２条 町長は、補助金交付事業の実施に関して、必要に応じて検査し指示を行い、又は報

告を求めることができる。

（交付決定の取消し等）

第１３条 町長は、第１０条の規定により補助金の交付決定を受けた申請者（以下「補助金交

付決定者」という。）が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金交付の決定

を取り消し、又は変更することができる。この場合において、既に補助金が交付されている

ときは、町長は、その全部又は一部の返還を命ずることができる。

(1) 補助金交付の条件に違反したとき。

(2) 提出した書類に偽りの記載があったとき。

(3) その他補助事業の施行について、不正の行為があったとき。

２ 町長は、前項の規定により交付決定等を取り消したときは、白川町事業承継支援事業補助

金交付決定取消通知書（様式第９号）により当該交付決定者等に通知するものとする。

（補助金の返還）

第１４条 町長は、前条第１項の規定により補助金の交付決定等の全部又は一部を取り消した

場合において、当該取消しに係る部分に関し既に交付した補助金があるときは、補助金の全

部又は一部の返還を命ずるものとする。

２ 町長は、前項の規定により補助金の返還を命ずるときは、白川町事業承継支援事業補助金

返還命令書（様式第１０号）により当該交付決定者等に通知するものとする。



３ 前項の規定による通知を受けた者は、町長が定める期日までに補助金を返還しなければな

らない。

（書類、帳簿等の整備及び保存）

第１５条 補助金交付決定者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類及び帳簿等を

整備し、補助金を受けた年度の翌年度から３年間保存しなければならない。

（補助対象事業完了後の調査）

第１６条 町長は、補助対象事業完了後においても事業成果に関する調査を実施することがで

きる。

（補則）

第１７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この要綱は、令和７年９月１日から施行する。


